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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法に 基づいて， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣 及び 厚生 労働 
大臣が 制定 した 日 本 工業規格で ある。 

JIS B 9708 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 A (参考） 保護 構造 物 下での 自由な 動作の 阻止 
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機械 類の 安全性 一 
危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 
防止す るた めの 安全 距離 

Safety of machinery— 
Safety distances to prevent danger zones being reached by the lower limbs 

序文 こ の 規格 は， 1998 年に 第 1 版 と して 発行され た ISO 13853, Safety of machinery -Safety distances to 
prevent danger zones being reached by the lower limbs を 翻訳 し ， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す る こと 
なく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， 原圍際 規格の 前文 は 規定 内容で はない ので， この 規格から 除外した。 原 国際規格の 序文のう ち， 
ほかの 規格で 規定され てい る 内容に 関する 部分 は 除外 した。 

下肢の 接近 を 防止す るた めの 安全 距離 及び 由な 接近 を 防げる ための 距離 を 特定す る 場合， 幾つかの 側 
面 を 考慮し なければ ならない。 例えば， 

一 機械 類が 使用され ている ときに 起こり 得る 到達 状態。 

一 関係 諸国で 見受けられ るよう に 民族的 グループ を 考慮した 信頼で きる 人 休 寸法 データの 測定 調査。 
― バイオ メカニカルな 事実。 例えば， 身 休の 、部の 圧縮 及び ストレッチ， 及び 関節の 回転の 限界。 
― 技術的 及び 実際的 側面。 

これらの 側面が 更に 進展した とき， この 規格に 反映され ている， 技術水準 も 進展す るであろう。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 14 歳以 . ヒの 人の 下肢が 機械 類の 危険 区域へ 接近す る こと を 防 I ヒし， 自由な 動 
作 を 阻止 する ため の 安全 距離 の 値 を 定める。 

備考 1. 所与の 値 は、 この グループの 人に 適切で あると 認められ てきた 臾 際の 経験に 藤づ いている。 
これらの 距離 は 適切な 安全が 距離 だけで 達成で きる 場合， 及び 上肢に よる 接近が リスク アセス メン ト に 
よって 予見 可能で ない 場合に 適用され る。 

備考 2. これらの 安全 距離 は 幾つかの 危険 源， 例えば， 放射線 及び 物質の 放出に 対して は 十分に 保護 
しない。 そのような 危 険源 に対して は 追加 又は ほかの 方策 を 採用す る 必要が ある。 
接近 を 防止す る 安全 距離 は 開口部に 関係し， 異なる 到達 状況に 特定され る 条件 下で 危険 区域に 到達し よ 
う とする 人 を 保護す るのに 役立つ。 由 接近 を 阻止す るた めの 距離 は， 地上 レベルから 保護 溝 造 物の 高さ 
に 関係し， F 肢の @ 由な 接近 を 制限す る こ とに よって 人に 対する リスク を 低減す るのに 役立つ。 

備考 3. 14 歳 未満の 人 を 考慮し なければ ならない 場合， 上肢に 対する 値の ほかに， 別の 値 を 定める と 
いう こと は 関連性がない。 この場合， JIS B 9707:2002 の 表 5 から 導き出される 上肢が 危険 区 
域に 到達す る こ と を 防止す る 安全 距離が 適用され る。 
妥当な 理由が ある 場合、 この 規格の 安全 距離 以外の 値が 使用され る 場合が ある。 いかに 適切に 安全 レべ 
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ルが 達成され うる か を， これらの 適用 を 取り扱う 規格 は， 示すべき である。 
備考 4. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IECGijide21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

ISO 13853:1998, ^safety of machinery — Safety distances to prevent danger zones being reached by 
the lower limbs (IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格のう ちで 発効 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 規定 を 構成 
する ものであって， その後の 改訂版 • 追 補に は 適用し ない。 発行 年 を 付記して いない 引用 規格 は， その 最 
新版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

J1S B 9702:2000 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則 

JIS B 9707:2002 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 

Vm-^ ISO 13852: 1996 Safety of machinery ― Safety distances to prevent danger zones being reached by the 

upper limbs が この 規格と -- 致して いる。 
ISO/ ひ IS 12100-1 Safety of machinery — Basic concepts and general principles for design — Part 1 :Basic 
terminology, methodology 

3. 定義 この 規格の 目的の ために， ISO/DIS 12100-1 及び JIS B 9707:2002 に 示される 定義が 適用され る。 

4. 下肢に よる 接近 を 防止す るた めの 安全 距離 
4.1 —般 

4.1.1 仮定 安全 距離 は 次の 仮定 をす る ことによって 得られる。 

- 保護 構造 物 及び その 開口部 は その 形状 及び 位置 を 維持す る。 そうでない場合は， 適切な 安全性 を 達 
成す るた めに， さらなる 考慮 をし なければ ならない。 

- 安全 距離 は 身体 又は 関連す る 身体の 部分 を 構成す る 表面 か ら 測定す る 。 
4.1.2 リスク アセスメント リスク アセスメント （ISO/DIS1 2 100-1 及び JISB 9702:2000 參照） は， 危険 
区域に 到達す る こと を 防止す るた めに 要求され る 安全 距離 を 決: £ する 前に， 実施し なければ ならない。 

リスク アセスメント 力;， 下肢に 対して だけ リスクが あると いう ことが 正当で あると した 場合， この 規格 
が 使用され る。 下肢 及び 上肢 両方に リスクが ある 場合， 関係す る 開口部に 対して は， この 規格の 表 1 又は 
J1S B 9707:2002 の 表 4 で 示 されて いる 最大 安全 距離 を 使用 し な ければ な ら ない。 表 1 で 示される K 小 安全 
距離 は， 危険 区域に 到達しょう と して 下肢に よる 開口部 を 通して 到達す る 人に 適用され る。 
4,2 下肢に よる 開口部 を 通しての 到達 

4.2.1 定形 形状の 開口部 開口部の 寸法 e は， 正方形 開口部の 辺， 円形 開口部の 直径 又は 長方形 開口部の 

最小 寸法と 一致す る。 e〉180mm の 長方形 開口部 及び e〉240mm の 正方形 又は 円形 開口部 は 全身の 接近 を 

許容す る。 表 1 で 示される 値 は 衣服 を 着て いる 又は 靴 を はいてい るか どうかと は 関係ない。 

4.2.2 異形の 開口部 異形の 開口部の 場合， 次の ステップ を 実行し なければ ならない。 

a) 最初の 決定 事項 は， その 中に 異形 開 口 部が 完全に 挿入 さ れ得 る 次の 寸法で あ る (図 1 参照）。 

一 最小 円形 開口部の 直径， 及び 

一 最小 正方形 開口部の 辺， 及び 



ぉ:作權法にょり««での^*^. ん は 禁止され ております。 



3 

B 9708 ： 2002 (ISO 13853 ： 1998) 



― 最狭 長方形 開口部の 幅 
b) 表 1 に 従って 該当する 三つの 安全 距離 を 選択す る。 

C) b) において 選択され る 三つの 値の 最短の 安全 距離が この 異形 開口部に 対する 安全 距離と して 使用 さ 

れ 得る。 



表 1 



単位 



下肢の 部分 



図ポ 



開口部 



長方形 



安全 距離 .ST 

正方形 又は 円形 
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注 1) 長方形 開口部の 長さが^ フ 5mm のとき， 距離 は 50mni まで 低減 可能で ある。 

2) 値 は 脚 （つま 先から ひざまで） に -' -致 する。 
_ 3) 値 は 脚 （つま 先から またまで） に 一致す る。 
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5. 下肢の 自由な 接近 を 阻止す るた めの 安全 距離 現存す る 保護 構造 物の もとで， 下肢の 自由な 動作 を 制 
限す るた めに 追加 保護 構造 物 を 使用す る こ とがで きる。 この 方法に 関して， 附属 書 A で 示される 距離 は， 
保護 構造 物に 対する 地上 又は 基準 面からの 高さに 関係す る。 

備考 1. この 方法 は 限定され た 保護 を 提供す る もので， 多くの場合， 他の 方法が より 適切で ある。 

2. 上肢の 接近 を 制限す る 及び/又は 危険 区域への 身体の 接近 を 防止す るた めに， 追加の 予防策が 
要求され る 場合が ある。 
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附属 書 A (参考） 保護 構造 物 下での 自由な 動作の 阻止 




ケース 1 ケース 2 ケース 3 

a) 基準 面 

b) こ （股） 関節 

c) 保護 構造 物 

h 保護 構造 物までの 高さ 
S 阻止の ための 安全 距離 

図 A.1 

表 A.1 は， 人が 追加 補助な しに 立ち 位置に いる 状態で， ― F 肢の 接近が 阻止され る 個々 の ケースの 距離' S' 

を 与える （図 A.1 參 照）。 

スリップ 又は 誤 使用の リスクが ある 場合， 表 A.1 で 示される 値 を 適用す る こと は 不適切で ある。 

この 表 に お け る 値の 間の 補間 はして は な ら な レ 、 。 保護 構造 物 ま での 高 さ h が 二つの 値の 間 にあるなら， 

そのと き は， より 高い/ i の 値に 対する 距離 を 使用 しなければ な ら ない。 



表 A.1 

単 lif! mm 



保護 構造 物までの 高さ h 


距離 S 


ケース 1 


ケース 2 


ケース 3 
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200</7^400 
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^615 


400 く/ 2^600 
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600 く/ 7^800 
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800</2^1 000 


^】 125 


^1 195 


^1 015 
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JIS B 9708 ： 2002 
(ISO 13853 ： 1998) 

機械 類の 安全性 一 

危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 ，記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の -部 ではない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は， 財団 
法人 t:l 本 規格 協会に ご連絡く ださい。 . 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO (Internationa] Organization for Standardization ： 国際 標準化 機構） 規格の 
13853， Safety or machinery — Saretv distances to prevent danger zones being reachea by the lower limbs の 第 1 版 

(1998 年） を 技術的 内容 及び 様式 を 変更す る ことなく 制定した 日本工業規格 である。 
なお， ISO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 一致した 日本 ェ 
業 規格と して 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 こ の 規格 は， 平成 12 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員 
会 （6. 参照） において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

な お ， 原 国 隙 規格 に 基づ レ 、 た IH 本 工業規格 はこれ までに 作成 されて おら ず， こ の 制定が 初 めての もので 

ある。 

3. 審議 中に 特に 問題に なった 事項 原 国際規格の 安全 距離 は 欧州の 人体 測定が 基準で あり， JIS として 

は， 曰 本人の 人体 計測 データ を 元に 安全 距離 を 伸ばす 修正案 を 検討した 力、 この 規格の 適用 範 H に 関連す 
る 我が国の ワーク スペースの データに ついては 国際規格との 適切 比較が 困難で あり， また， 原 国際規格の 
数値に ついては ある 一定の 正当性が 認められ たため， この 規格で は 原 H 際 規格の 数値 を そのまま 採用す る 
ことと した。 実際の 利用の 際に は， 本体 "1. 適用 範囲" を 参照す る。 

4. 規定 項目の 内容に 関する 解説 

4.1 全般 この 規格 は， |ま 際 安全 規格 体系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の 
タイプ B， タイプ C 規格で も 共通に 適用す る ことが 要求され る。 ただし， この 規格の "1. 適用 範囲" で， 
ある 種の 規格への 適用に 関して は， 妥当な 理由が ある 場合， この 規格の 安全 距離 以外の 値と する ことが 可 
能で ある 力 s、， その 場合 適切に 安全 レベルが 達成で きる こ と を 規格で 示すべき であると している。 
4.2 引用 規格 （本体の 2.) 

a) 3. の "定義"： 原 国際規格 では ISO/TR 12100-1 [TR B 0008: 1999 (機械 類の 安全性 一 基本概念， 設計の 
た め の 一般 原則 一 第 】 部 ： 基本 用語， 方法論) ] を 引用 規格と している が, こ の 規格で は， ISO/DIS 12100-1 

を 引用 規格と した。 
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b) 4.1.2 "リスク アセスメント"： 原 国際規格 では， 1SO/TR 12100-1 (TR B 0008:1999) を 引用 規格と して 

いる カミ， この 規格で は， ISO/DIS12100-1 を 引用 規格と した。 
4.3 リスク アセスメント （本体の 4.1.2) この 規格で は， 危険 区域に 到達す る こと を 防止す るた めに 要 

求され る 安全 距離 を 決める 前に， リスク アセスメント を 実行し なければ ならない としてい る。 リスク ァセ 
ス メント の 詳細 は ISO/D1S 12100-1 及び 丄 IS B 9702:2000 (機械 類の 安全性— リスク アセスメント の 原則） 
による。 この 規格の 使用者が， リスク アセスメント を 実施して， 表 1 に 基づき， 安全 距離 を 選ぶ ことにな 

る。 

5. 懸案 事項 原 ffl 際 規格の 安全 距離 は 欧州の 人体 測定 データが 基準で あり， 日本人の ワーク スペースの 
人体 計測 データが 集積され 次第， これら 日本人の 人体 計測 データに 基づき， 安全 距離 を 変更す る ことが， 
適切で あると 判断され た 場岔， この 規格 を 改正す る 必要が ある。 

6. 原案 作成 委員会の 構成 表 平成 12 年度に 設置され た 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JISB9708 機械 類の 安全性 一 
危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 原案 作成 委員会 及び WG 構成 表 



解 2 



(委員長) 



所属 

明治 大学 
財団法人 研 友 社 

経済 産業 省 産業 技術 環境 局 標準 課 
厚生 労働省 労働 基準 局 
厚生 労働省 産業 安全 研究所 
日本 大学 

社団法人 産業 安全 技術 協会 
中央労働 災苦 防止 協会 

社団法人 H 本 圧接 協会 
社団法人 日本 建設機械 化 協会 
社団法人 日 本 工作機械 工業 会 
社団法人 H 本 縫製 機械工業 会 
社団法人^^本ロボッ ト 工業 会 
旭 硝子 株式会社 
株式会社 荏 原 製作所 
株式会社 神 戸 製鋼所 
元 株式会社 小 松 製作所 
株式会社 小 松 製作所 
住友 重 機械工業 株式会社 
株式会社 ダイ フク 
東芝 機械 株式会社 
豊田ェ 機 株式会社 
トヨタ 自動車 株式会社 

日本 信号 株式会社 
ビュー 口 ベリ タス ジャパン 
株式会社 日立 製作所 
株式会社 牧野 フライス 製作所 



男 志治輔 旭夫 供 一 介 正芳雄 治彦義 彦崇重 夫平亮 一 登 一 一 暁 夫 

g 政 弘貞祐 宪 邦壮洋 文 孝 公良 博 勝 岩 光 操 真 弘洋 康 

ぼ 

殿 山山 橋 本 保 口川 嶋辺櫬 木 藤 本 竹 坂 橋 木 S 花 田 沢^ h 田 室 

久 々 

向 丸 ft 高 杉 大川条 中 渡 大佐 佐 橘 山 大大高 鈴 竹垣 杉 古 蓬 井声 冨 
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(事務局) 



(主査) 



(事務局) 



JIS B 9707 作成 WG 構成 表 

所属 

供 社団法人 産業 安全 技術 協会 
介 社団法人 日本 圧接 協会 

• - ビュー 口 ベリ タス ジャパン 
崇 元 株式会社 小 松 製作所 
一 社団法人 H 本 機械工業 連合会 
実 社団法人 日 本 機械工業 連合会 



三菱 重工業 株式会社 
三菱 電機 株式会社 
経済 産業 省 製造 産業 局 
経済 産業 省 産業 技術 環境 局 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 



^邦 洋洋 浩 

チ 

口 嶋上坂 崎 曰 

川 中 井 大宮岩 



清 男 郎人浩 一実 

武龍忠 宣 浩 

辺 泉 川 束 島 崎 田 

渡 今大鬼 水宮岩 
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★ 内 ft' について のお 問合せ は， 標準 部 標準 調 蜜 課へ FAX [FAX(03)3405-554I TEU03)57?0-1573] 

て ご述ネ ください。 

★JIS m^'::io) し た は， 次の で ご: 始內 いた します。 

^1/£4公^&ず』で)片1'11^ "^準 化 ジャーナル" に， 正 • rlJi の 内容 を 掲載いた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正解 が 発行され た 場合， 自動的 

にお 送りいた します。 

女}15規格1¥^のご注文は， 普及 部 カス タマ一 サービス 「iS[TEL(03)3583-8002FAX(03)358:M)46 2 ] 
乂はド 記の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



J IS B 9708 (ISO 13853) 
機械 類の 安全性一 
危険 区域に 下肢 力 { 到逮 する こと を 防止す るた めの 安全 K 離 

平成 14 年 7 月 31 B 第 \ mm 

Mf 入 ^ 3^ a も 

発行所 

財団法人 日本規格協会 
T 107-8440 束 泶都糠 区 赤 坂 4 丁 fel 卜 24 



札 瘦 支部 T 060-000.1 扎 市屮央 1 な 匕 3 ^J^ :J r 目 1 tU!^ 大 M〈t 命 ビル 内 

TEL(0n)261'(H>4S FAX (OI l)22MO20 
M ： 02760^7-4351 

束 北支 ffi 〒9SCM>0M 仙 台 小 7l まば 本 町 3 7 'ト I 5-22 'i'tJ^iMfU: 寧 会 鐘 内 
Ti-: し （(に 2)227-f03f>< 代ム） F AX (022)266 A.m> 
ftd や ： 8166 

名 古 S 支部 〒4f^0-0008 名み おりに 屮 ば'; t:: 2 丁 U 6-1 白 川 ビル) Hfflfl^ 
TEL (052 )221 S3 1 6<f^ i?<) FAX (052)203^806 
fe*^ : (XJ.H(X)-2-232}i3 

81 西 支 新 〒54i«O053 大阪市 中央 I 《本 町 3 r 目 4-10 本 町*? 忖 ビル 内 
TEL^()6)62ftl-S0S6<a/c) FAX (lXi)626] -91 14 
ft;f4 ： 01)910-2-2636 

広 島 支 ffi T730-001I 『ぶ/: U 中 町 5^44 広岛 |«ェ 会 «>lf ビル 内 

Tin , (0^<2)22 1 -7023.7035,7036 FAX (CWJ2)223-756a 

ttr*«f ： OIJ^O-9-9479 
四 ffl 支部 T760.OO23 高 松 市 寿 町》 Tl^ 2-10 JPR r«r 松 ビル 内 

T6L mm2 1 -785 1 FAX (087)82 1 -326 1 

ぉ辨 ： 0!6SO-2-3359 

«H 支 ffl 〒S12-0025 福 IS^ifi'W 多 区 店お 町 1-31 « 京 生命 禰岡 ビル 内 

TEL (092)282-90&0 FAX (092)2^2-9118 
龃輕 ： 01790-5-21632 
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